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掘削法面の伸縮計設置要領
伸縮計の設置については、下記によることとするが、地山の地質、掘削勾配、法長、湧水の有無、付

近での工事の実績等を十分勘案のうえ適切に設置方法等を決定する。

（１） 伸縮計の設置位置

① 原則として、掘削面の高さが最大の位置に１カ所設置する。

② 延長方向には、原則として20ｍを超える毎に１カ所設置する。

③ 上記によることが適切でない場合は、現場条件等を検討のうえ別途考慮する。

（２） 伸縮計の設置基準

伸縮計は警報器付きとし、警報器の感知基準は、原則として伸縮計の動きが[４mm／時間]を超え

たときとする。

（３） 伸縮計の設置期間

伸縮計の設置は、掘削終了後における露出法面の地質踏査実施後直ちに設置するもとし、設置期

間は、伸縮計設置後から構造物施工等に当たって、作業員の安全が確保されると判断される時期まで

とする。
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（４） 伸縮計による安全管理

① 伸縮計を設置している間は、作業現場の始業前に必ず計器の点検を行うとともに、現場代理人は、

伸縮計の記録等により地山の状況等を常に把握していかなければならない。

② 伸縮計の記録に変化が生じてきた場合は、直ちに監督員に報告するものとする。

③ 伸縮計を移設、撤去する場合は、作業現場の安全を十分確認の上移設、撤去するものとする。

④ 伸縮計の警報器が地山の動きを感知した後の措置については、次によるものとする。

ア 警報器が作動した場合は、直ちに作業を中止し作業員を安全な場所まで避難させ、その作業現

場は立入禁止とする。

イ 現場代理人は、上記アの措置を講じた時は、その状況について直ちに監督員に報告するととも

に、第三者に対しても危険が及ばないように適切な措置を講じるものとする。

ウ 作業再開にあたっては、伸縮計の記録によりそれまでの地山の動き等を把握するとともに、周

辺の地山の状況を目視等により十分調査を行い、又、必要に応じて専門家による調査を行い、今

後の地山の動きを推定し、工法等の再検討を行う等、必要な処置を講じ、作業現場の安全性を確

認した後に作業を再開するものとする。

（５） 伸縮計取付方法

① 切土計画を検討の上、現場調査を十分に行い、伸縮計設置計画を立案する。もし崩壊の危険があ

る場合はこの影響範囲を推定し、観測杭および固定点（伸縮計）設置位置を決定する。

Ⅰ) 崩壊の場合は土質によって決まる安定勾配線の外側に固定点を設ける。

Ⅱ）地すべりの場合は、すべり面の深度等の調査を行い、推定すべり面の頭部クラックの上部に固

定点を設ける。

② 伸縮計取付

固定点および移動点に10㎝角の長さ1.5m杭を深度1.0m以上打ち込みなどにより固定する。

杭の設置が不安定な場合は、コンクリートで固定するとか、立木の切り株なども利用できる。

固定点に伸縮計を設置し、移動点とのあいだをインバー線で連結する。インバー線は20m以内と

し、風、雪などを防ぐため、保護管（Φ100mm程度の塩ビ管など）で保護する。インバー線が地形

などの影響で、直線に設置できない場合は、滑車を用いて屈折させることも可能である。

③ 警報装置の取付

警報装置は警報目的により異なる。

Ⅰ）現場作業員に対して （視 覚）→ 回転灯など

（聴 覚）→ サイレンなど

Ⅱ）通行車輌に対して （視 覚）→ 回転灯など

通行止表示など

（物理的）→ 遮断機など

Ⅲ）付近の住宅に対して （聴 覚）→ ベル（睡眠中など）

サイレン（農作業中など）
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